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 多層膜とスピントロニクスは密接不可分の関係にある。スピントロニクスの原点は 1988 年の Fe/Cr 人工格

子における巨大磁気抵抗効果（GMR）の発見[1]であると一般に考えられている。人工格子とは、異種類の

物質をナノスケールで交互に積層した構造体であり、多層膜に他ならない。その後、室温での巨大なトンネ

ル磁気抵抗効果（TMR）の発見[2]があり、さらにさまざまなスピン注入現象やスピントランスファー現象、ま

た最近ではスピン流に関わる諸現象[3]が見出され、スピントロニクスは飛躍的な発展を遂げた[4]。しかし

現在でも、強磁性／非磁性／強磁性を構成要素とする多層構造がスピントロニクスにおける最も基本的な

構造であり、２つの磁性層の磁化の相対配置と電気伝導との相関が基本原理であることは変わらない。 

 多層膜の構造的極限は、異なる元素を単原子層ずつ交互に積層した構造であり、これはいわゆる「規則

合金」と同一である。規則合金には、磁性材料として従来最も一般的に用いられている Fe, Co, Ni 系の遷

移金属合金と比して、スピントロニクス材料として優れた特性を有するものが少なくない。 本講演では、特

に規則合金と多層構造という観点から、スピントロニクスにおける最近の成果を紹介したい。 

 ホイスラー合金の一部は、ハーフメタル（伝導電子のスピン偏極率が 100 %）であることが知られている。こ

のことを活かせば高効率にスピン流を創出することが可能で、その結果として巨大な磁気抵抗変化を実現

できる。実際に TMR の研究が数多くなされ、現在では低温で 1800 %に及ぶ巨大な磁気抵抗比が報告さ

れている[5]。しかし、TMR は界面敏感で、温度変化が大きく、室温では著しく減少してしまうのが欠点であ

る。最近では、デバイス応用のために素子抵抗を下げるという観点から、CPP-GMR（CPP は Current- 

Perpendicular-to-Planeの略）にも注目が集まっている。我々はCo2MnSi/Ag/Co2MnSiという積層構造で、室

温で 30-40 %の大きな磁気抵抗比を観測し、それが Co2MnSiのハーフメタル性と、Co2MnSiとAgとのバン

ドマッチングに起因することを明らかにした[6]。 

 FePt に代表される L10規則合金は大きな結晶磁気異方性を有し、室温でもナノスケールまで磁化が熱的

に安定であるというメリットがある。同時に、良好な垂直磁化膜を作製できるので、デバイスの高集積化に適

している。我々は、FePt/Au 面内多端子素子において、FePt を垂直偏極スピン注入源として利用し、Au の

巨大なスピンホール効果を観測し[7]、そのメカニズムについて不純物散乱や表面散乱という観点から検討

を行っている[8]。また、L10-CoPt や L10-FePt と Co2MnSi とを積層化することにより、ハーフメタル Co2MnSi

を垂直磁化にすることにも成功した[9]。さらに元素戦略的な観点から、FeとNiの単原子層交互積層によっ

て、高価な Ptを用いない L10-FeNi膜の作製にも取り組んでいる[10]。 
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